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近年の土砂災害発生件数

1

平成26年 全国の土砂災害発生状況

 

凡例
発生件数

50～
10～
1～
0

土砂災害発生件数
１，１８４件

土石流等 ：３３８件
地すべり ： ７７件
がけ崩れ ：７６９件

【被害状況】
人的被害：死 者 81名

負傷者 49名
人家被害：全 壊 161戸

半 壊 113戸
一部損壊 230戸

平成26年12月31日現在
8/20 土石流等

あ さ みなみく あ さ きた く

広島県広島市安佐南区・安佐北区

被害状況

死 者 73名
負傷者 39名
人家全壊 123戸

半壊 82戸
一部損壊150戸

7/9 土石流等
死 者 1名
負傷者 3名
人家全壊 10戸

一部損壊3戸
被害状況

き そ ぐん な ぎ そ まち

長野県木曽郡南木曽町

死 者 1名
負傷者 2名
人家全壊 1戸

たんば し いちじまちょう

兵庫県丹波市市島町

8/17 土石流等

きたあづみぐん おたりむら

長野県北安曇郡小谷村

人家全壊 1戸

11/22 地すべり

※御嶽山の噴火に関する土砂災害については、件数は「2件」（火砕流1件、土石流1件）。 人的被害は無しとしている。

8/3 地すべり

かがみまとぶち

高知県高知市鏡的渕

8/6

死 者 1名
人家全壊 1戸

半壊 1戸
一部損壊1戸

がけ崩れ

いわくにし しんみなとまち

山口県岩国市新港町

被害状況

8/17 がけ崩れ

たかやまし え な こ まち

岐阜県高山市江名子町

被害状況人家全壊1戸



近年の土砂災害発生件数平成27年 全国の土砂災害発生状況

 

土砂災害発生件数
238件

土石流等 ：57件
地すべり ：29件
がけ崩れ ：152件
【被害状況】
人的被害：な し
人家被害：全壊1戸

半壊1戸
一部損壊10戸

6月30日現在

凡例
発生件数

5～
1～
0

地すべり4/15頃

地すべり

3/19 がけ崩れ
あおいく ひらの

静岡県静岡市葵区平野

5/29土石流等

もがみぐん とざわむら ふるくち

山形県最上郡戸沢村古口

みょうこうし かみこざわ

新潟県妙高市上小沢

くまげぐん やくしまちょう くちのえらぶじま

鹿児島県熊毛郡屋久島町口永良部島

※1土石流等には火砕流1件を含む

みなみしんまち

鹿児島県鹿児島市南新町

6/14 がけ崩れ

崩壊土砂

国道220号

4/8

※1

土石流等4/8

県道

かわぬまぐんやないづまちいくらの

福島県河沼郡柳津町猪倉
野

土石流等6/24
たるみずしふかみなと

鹿児島県垂水市深港
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近年の土砂災害発生件数近年の土砂災害発生件数

814

1441

966

695

1058
1128

1422

837

近10年(H17～H26)
平均 1,049件

死者・行方
不明者数

941

1184

平成27年6月30日現在
238件 死者・行方不明者0名

238

30     25     0     20     22     11    85     24     53    81     0

土砂災害
発生件数

平成27年6月30日現在

土石流等 地すべり がけ崩れ
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• 平成23年台風12号時に発生した崩壊、土石流により、支川や本川において大規模な土砂堆積・流出が発生し、
現状でも多量の不安定土砂が残存している。

• その後も台風等の出水により、崩壊地から支川・本川へ、また、支川から本川へ継続的に土砂が流出しており、
顕著な河床上昇が発生している。

• 今後出水により洪水氾濫被害が発生する危険性が高まっている。

支川からの
土砂流出

川原樋川

平成24年台風4号後

十津川

支川からの土砂流入・河床の上昇状況

集落

上流からの土砂流出による河床上昇状況

河床上昇状況と保全対象

紀伊山地の被災状況

写真１

写真１ 写真２

写真２ 写真３

出水時の熊野川下流の状況

H27台風11号時の出水状況
（和歌山県新宮市）

河川沿いに集落が分布しており、出水時
に洪水被害のおそれがある

写真３ 写真４

深層崩壊

土石流 河道閉塞
（天然ダム）

和歌山県田辺市熊野（平成23年）

平成23年台風第12号 紀伊山地で発生した土砂災害

崩落土砂

深層崩壊

被災した
宇井地区

清水地区

写真４

奈良県五條市（平成23年）
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平成２５年１０月 東京都大島町での土砂災害
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土砂氾濫区域

流域界

斜面崩壊地

都道208号

大金沢

堆積工

≪被害概要≫
死者：３５名
行方不明者：４名
住家被害（全壊）７１戸
住家被害（半壊）４０戸

※１２月２日
１４：００現在（東京都）

火山地域で発生した（流木を伴う）大規模な泥流により甚大な被害が発生 位置図
大金沢（大島町）

被災後
（橋梁欄干に大量の流木が堆積）

家屋被災状況砂防施設で捕捉した流木

欄干

河川の流れ



凡例
土石流
がけ崩れ

や ぎ

八木地区

か べ ひがし

可部東地区

やま もと

山本８丁目
死者２名

みどり い

緑井７丁目
死者10名

みどり い

緑井８丁目
死者４名

や ぎ

八木４丁目
死者９名

や ぎ

八木８丁目
死者２名

か べ ひがし

可部東２丁目
死者１名

か べ ひがし

可部東６丁目
死者３名

や ぎ

八木３丁目
死者41名

位置図

広島市

被災地域

か べ ちょう と げ

可部町桐原
死者１名

み いりみなみ

三入南２丁目
死者１名

広島市で166件の土砂災害が発生。
（土石流107件、がけ崩れ59件）

死者74名、負傷者44名。
（土砂災害による死者73名、負傷者39名）

広島市北部における土砂災害発生状況
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被災状況
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大量の土砂レキと流木が下流の人家を破壊。

八木３丁目

八木３丁目 八木３丁目

八木３丁目



土石流発生直後(H26.8.20)

土石流発生前（H26.7.22）

砂防堰堤の諸元
大町7号砂防堰堤
H=9.0m，L=32.0m

大町地区

緑井・八木地区
位置図

全景

砂防堰堤の整備状況と施設効果
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今回被災した八木地区では砂防堰堤が完成していなかったが、近傍の大町地区では砂防
堰堤が整備されており、土石流を捕捉し32戸の人家、80世帯の共同住宅等への被害を防止
した。



市町村長への情報提供の強化（改正土砂災害防止法）土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律の一部を改正する法律

平成26年８月豪雨により広島市北部で発生した土砂災害等を踏まえ、土砂災害から国民の生命及び身体を保護するため、都道府県に対する基礎調
査の結果の公表の義務付け、都道府県知事に対する土砂災害警戒情報の市町村長への通知及び一般への周知の義務付け、土砂災害警戒区域の指

定があった場合の市町村地域防災計画への記載事項の追加等の措置を講ずる。

改正の概要

土砂災害の危険性のある区域の明示

基礎調査の結果の公表基礎調査の結果の公表

住民に土砂災害の危険性を認識してもらうとともに、土砂災害警戒区域等の指定を促
進させるため、都道府県に対し、基礎調査の結果について公表することを義務付ける。

避難勧告等の円滑な解除避難勧告等の円滑な解除

市町村が避難勧告等の解除のための助言を求めた場合、国土交通大臣及び都道府
県知事が必要な助言を行うことを義務付ける。

土砂災害警戒情報の市町村への通知及び一般への周知土砂災害警戒情報の市町村への通知及び一般への周知

避難勧告等の発令に資するため、
①土砂災害警戒情報について、新たに法律上に明記するとともに、
②都道府県知事に対し、土砂災害警戒情報について関係市町村の長に通知すること、
③都道府県知事に対し、土砂災害警戒情報について一般に周知すること、
を義務付ける。

国土交通大臣は、都道府県及び市町村による土砂災害
防止対策の推進に資するため、必要な助言、情報の提
供その他の援助を行うよう努めなければならないことと
する。

情報の提供等の援助に係る努力義務
国土交通大臣による助言、
情報の提供等の援助に係る努力義務

円滑な避難勧告等の発令に資する情報の提供

市町村地域防災計画において、土砂災害警戒区域に
ついて、避難場所及び避難経路に関する事項、避難訓
練の実施に関する事項等を定めることにより、安全な
避難場所の確保等、避難体制の充実・強化を図る。
市町村地域防災計画において、土砂災害警戒区域内
の社会福祉施設、学校、医療施設等に対する土砂災害
警戒情報の伝達等について定めることとする。

避難経路等の明示
市町村地域防災計画への避難場所、
避難経路等の明示

避難体制の充実・強化

国による援助

国土交通大臣は、基礎調査が適正に行われていない場合、都道府県に対し是正の要

求を行うものとする。 （国は、都道府県から基礎調査の報告を受け、進捗状況を把握し公表

「法に基づく基本指針で明記」）

基礎調査が適切に行われていない場合の是正要求基礎調査が適切に行われていない場合の是正要求

背 景
○ 土砂災害警戒区域等の指定だけでなく基礎調査すら完了していない地域が多く存在し、住民に土砂災害の危険性が十分に伝わっていない。

○ 土砂災害警戒情報が、直接的な避難勧告等の基準にほとんどなっていない。

○ 避難場所や避難経路が危険な区域内に存在するなど、土砂災害からの避難体制が不十分な場合がある。
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※土砂災害警戒区域の総区域数の推計値
都道府県により推計された土砂災害警戒区域の総数。
平成27年3月末時点の値であり、基礎調査の進捗に伴い変更の可能性がある。

土砂災害防止法に基づく土砂災害警戒区域は約39万6千区域、土砂災害特別警戒区域は
約23万6千区域指定されている。

全国の土砂災害警戒区域等の指定状況推移（平成27年3月末時点）

（区域数）
土砂災害警戒区域の総区域数の推計値※

646,629区域
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国際砂防シンポジウム2015 in 仙台Ｈ27年度 第10回「土砂災害・全国防災訓練」の実施について

11

・タイムラインを活用した

土砂災害に係る情報伝達訓

練、避難訓練が行われた。

（地区住民、関係機関も含

め239名が参加。）

いしかわけんこまつし

住民等による避難訓練
（石川県小松市） 避難勧告解除の際の助言に

係る情報伝達訓練
（北陸地方整備局）

・広島県広島市の緑井・八木地区

では、自主防災組織を主体として

、ハザードマップを活用した実践

的な避難訓練が行われた。

（地区住民、自主防災組織、広島

市も含め1,470名が参加。）

ひろしまけん ひろしまし

←自主防災組織を
主体とした避難
訓練

（広島県広島市）

←自主防災組織を
主体とした避難
訓練

（広島県広島市）

みどりい や ぎ

平成27年度総合防災訓練大綱より
６月（土砂災害防止月間）を中心に、関係地方公共団体等と連携し、全国の土砂災害警戒区域等で、

住民参加による避難訓練、情報伝達訓練等を実施する。

◆実施日 平成27年6月7日（日）・土砂災害防止月間（6月） ほか

◆訓練のポイント ➀より多くの住民等が参加した実践的な避難訓練等の実施
➁土砂災害警戒情報を活用した避難勧告等の伝達訓練
➂要配慮者、要配慮者利用施設の管理者、避難行動要支援者等による避難訓練
➃ハザードマップ等を活用した避難訓練 等

・昨年8月の広島市での土砂災害を教訓に、全国の土砂災害警戒区域等の住民に対し、出来るだけ多く参加

を呼びかけ、避難訓練、情報伝達訓練等を実施します。
・過去最大規模となる全国の約38万人（1,313市町村）の参加が見込まれています。

【実施例➀】広島県広島市 【実施例➁】石川県小松市
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「土砂災害・全国防災訓練」参加者数の推移

平成27年5月8日時点

約
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噴火の概要

・ ９月27日11時41分頃から火山性微動が発生し始め、同11時52分頃に噴火が発生

・ 御嶽山で噴火が発生したのは2007年（平成19年）３月下旬のごく小規模な噴火以来

・ 死者57名、行方不明者６名、負傷者69名（平成26年10月23日現在）

＜平成26年9月27日16時頃撮影＞

位置図

御嶽山

9月27日11時54分00秒9月27日11時53分15秒

9月27日11時54分30秒 9月27日11時55分00秒

御嶽山噴火概要

・ ９月28日 土砂災害防止法に基づく緊急調査開始

・ ９月28日 「救助活動等における土砂災害への警戒

について」発出

・ 10月 1日 「御嶽山周辺地域における今後の降雨に対す

る土砂災害に関する注意事項」発出

・ 10月 3日 「御嶽山における降灰後の土石流に関するシ

ミュレーション計算結果について」公表
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インドネシアにおける天然ダムの決壊2014年9月27日御嶽山噴火による降灰範囲と各流域の位置関係

国土地理院
地理院地図(標準地図)

 

背景図は地理院地図（標準図）を使用
流域界および河川は国土数値情報のデータを基に作成

濁
沢
川→

湯川→

噴火により火山灰が堆積していると推定される範囲

噴火により火山灰が厚く堆積していると推定される範囲

9/28土砂災害専門家による
降灰状況調査
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氾濫開始地点

＜氾濫シミュレーションの計算条件＞
この土石流想定氾濫区域図は、平成26年9月27日から30日に緊急的に御嶽山周辺の降灰状況を調査し、雨が降った場合に発生する土石流により被害が発生するおそ
れのある区域を、以下の条件のもとで数値氾濫シミュレーションにより示したものです。
○数値氾濫シミュレーションの前提条件
・降灰条件：平成26年9月30日調査時点における降灰状況
・想定降雨条件：気象庁御嶽山雨量観測点における過去30年間最大24時間雨量の降雨（ピーク時間雨量37mm/hr）
・地形の条件：国土地理院発行の基盤地図情報数値標高モデルから作成した概ね20m間隔の標高データ
・氾濫範囲設定条件：粒径10mm以上の土石が水と一体となって到達しうる範囲
なお、数値氾濫シミュレーションでは、概ね20m間隔の標高データで氾濫域の地盤高を表しており、橋梁、築堤、水路等の地物の形状が正確に再現されていない場合が
あります。
なお、今後詳細な状況の判明により計算結果に変更が生じる場合があります。

シミュレーション計算結果： 湯川（例）
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口永良部島新岳噴火について
く ち の え ら ぶ じ ま

新村川1

向江浜川1

向江浜川2

湯向川

626m

649m

291m

湯向
ゆむぎ

田代
たしろ

前田
まえだ

本村
ほんむら

新村
しんむら

寝待
ねまち

向江浜
むかえはま

岩屋泊
いわやどまり

古岳

ヘリポート

火口から2km範囲

火口から1km範囲

新村川2

岩崎川

番屋ヶ峰

本村港

新岳
しんだけ

ふるだけ

ばんやがみね

しんむらがわ

しんむらがわ

いわさきがわ

むかえはまがわ

むかえはまがわ

ゆむぎがわ

火口から3km範囲

火口から4km範囲

地図：国土地理院

土砂堆積

土砂堆積

向
江
浜
川

九州地整はるかぜ号から撮影
（第５回ヘリ調査 平成２７年６月４日）

火砕流の
流下方向

向江浜川中流域の状況
火砕流が流下した痕跡（倒木等）を確認

○ 平成27年5月29日に、口永良部島（鹿児島県屋久島町）において爆発的噴火が発生。

○ 同日噴火警戒レベル5が発表され、全島避難を実施。

○ 噴火直後に火砕流が、その後の降雨によって土石流が発生。

土石流氾濫想定範囲

流域界

砂防堰堤

土石流等の
危険がある渓流

火口

居住区域

急傾斜地崩壊危険箇所

緊急避難場所
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